





















（1989），Hamilton and Whalley（1989），Doak （1990），Wart and Ruggeri（1990），Ruggeri, 







































連邦所得税は，1917年に戦時所得税法（Income War Tax Act）として立法化された。こ
れは，第一次世界大戦の戦費調達のために連邦政府により課せられた最初の直接税であ
る（2）。第二次世界大戦中から戦後期にどのような税制改革が行われたのであろうか。1941
年には戦時租税協定（The Wartime Tax Agreements）が連邦－州間で結ばれ，1947年に










































申告者数（non-taxable returns filed by individuals）は，1975年の305人から1980年の1,665
人へ，さらに1994年の1,830人へと推移したが，1984年に10万ドル以上の所得を持つ人の



























（4）  Ibid ., pp.7-8.
（5）  Ibid ., p.10.









（出所）Department of Finance Canada（1987），p.42.
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た。なお，課税所得の計算方法は以下のとおりである。年金調整額，給与所得者向けの登録
年金保険料（Registered Pension Plan Contributions：RPP），個人事業主向けの退職年金






















































年度 1965-67 1974 1976 1977-81 1982-87 1988-89
ブラケット
1 11 12 6 6 6 17
2 14 18 18 16 16 26
3 17 19 19 17 17 29
4 19 20 20 18 18 －
5 22 21 21 19 19 －
6 26 23 23 21 20 －
7 30 25 25 23 23 －
8 35 27 27 25 25 －
9 40 31 31 28 30 －
10 45 35 35 32 34 －
11 50 39 39 36 － －
12 55 43 43 39 － －
13 60 47 47 43 － －
14 65 － － － － －
15 70 － － － － －
16 75 － － － － －
17 80 － － － － －







































































（11）  Ibid.,  p.11868.
（12）  Ibid.,  p.11868-9.
（13）  大川（1997），108頁。
（14）  Perry（1989）,p.336．









































































































1971-75 0.556 0.449 0.414 25.5（100.0） 19.2（75.4） 6.3（24.6）
1976-80 0.544 0.428 0.390 28.2（100.0） 21.3（75.6） 6.9（24.4）
1981-85 0.545 0.411 0.367 32.6（100.0） 24.6（75.5） 8.0（24.5）
1986-90 0.533 0.391 0.343 35.7（100.0） 26.7（74.8） 9.0（25.2）
1991-95 0.565 0.392 0.338 40.1（100.0） 30.6（76.3） 9.5（23.7）
1996-2000 0.563 0.410 0.358 36.4（100.0） 27.1（74.5） 9.3（25.5）
家族
1971-75 0.378 0.330 0.302 20.1（100.0） 12.5（62.1） 7.6（37.9）
1976-80 0.378 0.326 0.297 21.3（100.0） 13.8（64.9） 7.5（35.1）
1981-85 0.396 0.329 0.299 24.5（100.0） 16.8（68.6） 7.7（31.4）
1986-90 0.402 0.331 0.295 26.4（100.0） 17.6（66.5） 8.8（33.5）
1991-95 0.422 0.336 0.294 30.3（100.0） 20.5（67.6） 9.8（32.4）
1996-2000 0.430 0.352 0.310 27.9（100.0） 18.2（65.3） 9.7（34.7）
全世帯
1971-75 0.446 0.394 0.367 17.7（100.0） 11.8（66.4） 5.9（33.6）
1976-80 0.448 0.390 0.363 18.9（100.0） 13.0（68.9） 5.9（31.1）
1981-85 0.459 0.386 0.357 22.3（100.0） 16.0（71.8） 6.3（28.2）
1986-90 0.467 0.389 0.355 24.0（100.0） 16.8（69.8） 7.2（30.2）
1991-95 0.492 0.395 0.356 27.6（100.0） 19.7（71.5） 7.9（28.5）
1996-97 0.497 0.402 0.363 27.0（100.0） 19.0（70.5） 8.0（29.5）













年度 第一分位 第二分位 第三分位 第四分位 第五分位 全体
単身者
1971-75 0.8 1.0 7.1 13.4 19.9 14.0
1976-80 0.4 0.7 6.7 13.3 19.7 13.6
1981-85 0.2 1.5 8.8 15.4 21.9 15.3
1986-90 0.8 3.3 11.8 17.9 24.5 17.4
1991-95 0.9 2.9 11.5 18.1 26.0 18.1
1996-2000 3.5 3.7 11.4 18.0 26.2 18.5
家族
1971-75 2.6 9.0 13.0 15.5 20.1 15.2
1976-80 2.1 9.0 13.3 15.7 19.8 15.2
1981-85 2.1 9.1 13.9 16.8 20.7 15.9
1986-90 3.2 11.6 16.6 19.7 24.0 18.8
1991-95 2.8 11.0 16.8 20.4 25.6 19.6
1996-2000 5.7 12.1 17.3 20.3 25.4 20.0
全世帯
1971-75 1.8 7.2 12.1 14.9 19.6 15.1
1976-80 1.3 6.9 12.1 15.1 19.3 14.9
1981-85 1.7 7.3 12.8 16.3 20.3 15.8
1986-90 2.8 9.5 15.4 18.9 23.4 18.5
1991-95 2.6 8.9 15.3 19.5 24.9 19.3
1996-2000 5.5 10.1 15.9 19.6 24.8 19.7
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〔抄　録〕
本稿の目的は，カナダの税制改革の変遷，1987年税制改革白書，さらに1987年に行われ
たカナダの所得税制改革による連邦所得税負担構造の変化を実証分析することであった。
1987年税制改革では，特に所得税改革が重視され，改革の結果所得税負担構造は大きく
変化した。本稿の分析結果では，1987年税制改革後の1世帯，1家族，1人当たりの負担率
は低下し，所得税の負担を軽減したことが明らかにされた。ただし1987年税制改革直後に
全体としてみれば，所得税負担率の低下から税制の改正による減税効果があったと考えら
れるが，これは一時的にすぎなかった。しかし，一時的とは言え所得税の負担軽減を実現
できたことから，1987年税制改革白書の狙いはある程度達成されたと考える。
またジニ係数や平準化係数を用いて社会保障移転及び所得税による所得の再分配効果を
1971年度から2000年度の約30年間にわたって分析した。その結果，前者の再分配効果の
方が，明らかに大きいものの，後者の再分配効果も高まった。とりわけ1987年税制改革後
の所得税による再分配効果は高くなったことを明らかにした。
